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学校教育事業の取扱い(その３)について

学校教育事業の取扱い(その３)について、次のとおり提出する。

平成１６年３月２５日提出

大野郡５町２村合併協議会
会 長 芦 刈 幸 雄

学校教育事業の取扱い(その３)について

１ 公立幼稚園については、現行のとおり引き継ぐ。ただし、入園料、授業料に
ついては合併時に統一する。

２ 通学補助については、現行のとおり新市に引き継ぎ、新市において通学区域
等も参考に検討する。ただし、ヘルメット補助については廃止する。

３ スクールバスの運行については、現行のとおり引き継ぎ、新市において通学
区域等も参考に検討する。

４ 奨学金制度については、合併時に廃止する。ただし、教育の機会均等の趣旨
を鑑み、新たな貸付制度を創設する。なお、合併時において対象となっている
者については、現行の制度を適用する。

５ 就学奨励費補助については、国の制度を基本に新市に引き継ぐ。ただし、合
併時に内容を統一する。

６ 教育相談事業については、現行のとおり新市に引き継ぐ。ただし、教育相談
の重要性を考え、新市において調整する。

７ 児童生徒の国際交流事業については実施し、内容については新市において調
整する。

８ 各町村の補助事業等は、新市の教育方針を基本に次のように取扱うものとす
る。
(１) ５町２村又は複数町村で同一又は同種の補助事業等は合併までに調整す

る。
(２) ５町２村で独自の補助事業等は原則として廃止し、必要なものについて

は、新市において調整する。

平成１６年４月８日確認 大野郡５町２村合併協議会


